
【経済危機対策関連事業】 単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【健康福祉政策課】

低所得者自立更生融 656,365 １ 生活福祉資金貸付金補助 596,756

資対策費 (－) 国の経済危機対策により生活福祉資金制度の充実が図られたこ

とに伴い、県社会福祉協議会における貸付原資等の積み増しに対

国 656,365 し補助する。

0 → 596,756

２ 生活福祉資金貸付事務費補助 12,496

生活福祉資金の貸付にかかる、市町社会福祉協議会における相

談支援の充実を図るための取組に対し補助する。

0 → 12,496

３ 臨時特例つなぎ資金貸付金補助 37,883

生活保護等の公的給付の申請後、給付開始までの間に必要なつ

なぎ資金の貸付制度創設に伴い、県社会福祉協議会における貸付

原資の積立等に対し補助する。

0 → 37,883

４ 住宅手当緊急特別措置事業 9,230

求職中の離職者のうち、住宅を喪失している者に対し、住宅手

当を支給する。

0 → 9,230

【健康推進課】

感染症対策費 124,212 １ 感染症予防対策事業 124,212

（84,946） 新型インフルエンザ等感染症の感染拡大を防止するため、一般

医療機関における医療提供を支援し、重症化するおそれのある者

国 103,517 の入院治療を支援する。

84,946 → 209,158

繰 20,695 国の運用指針の改定に対応するための増額



【経済危機対策関連事業】 単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【元気長寿福祉課】

介護保険推進事業費 10,653 １ 介護職員処遇改善交付金事業 10,653

(4,537,324) 介護職員処遇改善等臨時特例基金を活用し、介護職員の処遇改

善のため、賃金改善に取り組む事業者に対し、その費用を交付す

繰 10,653 る。

671,975 → 682,628

事務費の計上に伴う増額

県立老人福祉施設運 165,476 １ 県立老人福祉施設管理運営費 165,476

営費 (673,478) 県立老人ホームの利用者の利便性の向上および施設、設備の老

朽化に伴い、必要な改修を行う。

国 165,476 673,478 → 838,954

施設・設備改修の実施に伴う増額

公私立老人福祉施設 2,146,251 １ 老人福祉施設整備費補助 187,600

等整備助成費 (1,854,878) 介護サービス基盤整備を推進するため、社会福祉法人等が行う

老人福祉施設の整備に要する経費に対して補助する。

国 1,947,269 0 → 187,600

事業実施か所数の増に伴う増額

財 11,382

２ 介護基盤緊急整備等臨時特例基金積立金 1,958,651

起 187,600 小規模な介護施設の整備の促進および既存施設のスプリンクラ

ー設置に対し支援を行うため、介護基盤緊急整備等臨時特例基金

を造成する。

812,199 → 2,770,850

基金の積み増しに伴う増額

【障害者自立支援課】

障害者特別対策費 8,437 １ 介護職員等処遇改善交付金事業 3,937

(2,736,929) 障害者自立支援対策臨時特例基金を活用して、福祉・介護職員

の処遇の改善のため、賃金改善に取り組む事業者に対し、その費

繰 8,437 用を交付する。

302,400 → 306,337

事務費の計上に伴う増額



【経済危機対策関連事業】 単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

２ 地域支援体制整備モデル事業費補助 4,500

障害者自立支援対策臨時特例基金を活用し、重度障害者の地域

生活移行を促進するため、地域におけるバックアップ体制を整備

する事業に対し補助する。

0 → 4,500

民間児童福祉施設等 454,505 １ 社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金積立金 171,644

整備助成費 (423,151) 社会福祉施設の耐震化整備、スプリンクラーの設置を促進する

ため、社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金を造成する。

国 171,237 301,753 → 473,397

基金の積み増しに伴う増額

財 494

２ 社会福祉施設等耐震化等整備費補助 282,861

繰 188,574 社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金を活用し、施設の耐震化

整備、スプリンクラーの設置に必要な費用に対して補助する。

起 94,200 121,398 → 404,259

事業実施か所数の増に伴う増額

【医務薬務課】

救急医療対策費 2,000 １ ドクターヘリ共同利用準備調査事業 2,000

(87,468) 医師、看護師が搭乗し、速やかな救命医療を可能とする救急医

療用ヘリコプター（ドクターヘリ）について、共同利用による運

国 2,000 行を検討するための準備調査を実施する。

0 → 2,000

【子ども・青少年局】

子育て環境づくり対 115,473 １ 子育て支援環境緊急整備事業費補助 115,473

策事業費 (1,606,764) 子育て支援対策臨時特例基金を活用して、市町が賃貸物件にお

ける保育所整備や子育て支援のための環境整備等を行う事業に対

繰 115,473 し補助する。

476,891 → 592,364

基金事業の拡充に伴う増額



【経済危機対策関連事業】 単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

児童養護施設等入所 30,372 １ 児童養護施設等運営費補助 30,372

措置費 (8,721) 子育て支援対策臨時特例基金を活用して、児童養護施設等にお

ける安全対策、環境改善等を行う事業に対し補助する。

国 14,689 8,721 → 39,093

基金事業の拡充に伴う増額

繰 15,683

母子福祉指導対策費 35,558 １ 自立支援給付金事業補助 35,209

(13,488) 子育て支援対策臨時特例基金を活用して、母子家庭の母の資格

取得に向けた技能訓練等の経費に対し補助する。

繰 35,558 8,808 → 44,017

支給額の引き上げおよび支給期間の拡大に伴う増額



【経済危機対策関連事業以外】 単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【健康推進課】

リハビリテーション 2,156 １ 居宅生活介護保険要介護度重症化等予防事業 2,156

センター運営費 （40,893） 居宅生活におけるリハビリテーション提供体制にかかる連携シ

ステムのあり方を検討するとともに、要支援・要介護者の重症化

国 2,156 予防に向けた取組の効果を調査する。

0 → 2,156

母子保健対策費 6,084 １ 周産期医療施設設備整備費補助 5,900

（737,933） 周産期医療体制を維持するため、周産期医療施設が行う設備整

備に対して補助する。

国 6,084 6,355 → 12,255

国庫補助採択に伴う増額

【障害者自立支援課】

社会参加促進事業費 4,500 １ 身体障害者補助犬普及事業 4,500

(72,134) 障害者の自立と社会参加を促進するため、身体障害者補助犬を

給付する。

国 2,250 1,500 → 6,000

給付件数の増に伴う増額

○一 2,250

知的障害者援護費 △ 15,000 １ グループホーム等整備費補助 △15,000

(103,373) 障害者の地域生活移行を推進するため、社会福祉法人等がグル

ープホーム等を設置する事業に対し補助する。

国△ 10,000 91,077 → 76,077

一部事業について、障害者自立支援対策臨時特例基金事業で実

○一△ 5,000 施することに伴う減額



【経済危機対策関連事業以外】 単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【医務薬務課】

医療機関等指導費 39,868 １ 産科医等確保支援事業補助 25,722

(183,458) 産科医等の確保を図ることを目的に、地域でお産を支える産科

・産婦人科医師及び助産師への分娩手当等の支給に対し補助する。

国 39,868 0 → 25,722

２ 救急勤務医支援事業補助 14,146

救急勤務医の処遇改善を図るため、休日・夜間に救急医療に従

事する医師への新たな救急勤務医手当の支給に対し補助する。

0 → 14,146

救急医療対策費 84,561 １ 救命救急センター運営費補助 84,561

(435,561) 重篤救急患者の医療の確保を図るため、県内４救命救急センタ

ーに対し運営費を補助する。

国 38,128 241,246 → 325,807

国庫補助金の要綱改正に伴う基準額の改定による補助額の増額

○一 46,433

看護職員確保等対策 1,198 １ 第７次看護職員需給見通し策定事業 1,198

費 (495,041) 国の７次看護職員需給見通し策定に必要な県内の需給状況調査

等を実施する。

国 1,198 0 → 1,198


